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2025年３月 10日 

各 位 

会 社 名 ｎｍｓ ホールディングス株式会社 

代表者名 代表取締役社長 河野 寿子 

（コード：2162 東証スタンダード） 

問合せ先 経理部長 川村 岳生 

（TEL：03-5333-1711（代表）） 

 

 

資本業務提携、第三者割当による自己株式の処分並びに 

主要株主及び主要株主である筆頭株主の異動に関するお知らせ 

 

当社は、2025 年３月 10 日開催の取締役会において、以下のとおり株式会社ワールドホールディングス

（以下、ワールドホールディングス）との間で、資本業務提携（以下、本資本業務提携）を行うこと、ワー

ルドホールディングスを処分先とする第三者割当による自己株式の処分（以下、本第三者割当）及び、ワ

ールドホールディングスとの間で本資本業務提携を定める契約（以下、本資本業務提携契約）を締結する

ことについて決議しましたので、お知らせいたします。 

なお、本第三者割当に伴い、当社の主要株主及び主要株主である筆頭株主の異動が見込まれますので、

併せてお知らせいたします。 

 

記 

Ⅰ．本資本業務提携の概要 

１．本資本業務提携の目的及び理由等 

（１）本資本業務提携の目的及び理由 

当社は、1985 年に人材派遣及び製造請負を軸とした人材サービス会社として創業して以来、人材と

ものづくりの融合による事業の成長を目指してまいりました。2010 年（平成 22 年）７月にＥＭＳ

（Electronics Manufacturing Services：電子機器受託製造サービス）企業である株式会社志摩電子工

業を子会社化、2011 年（平成 23 年）７月には同じくＥＭＳ企業である株式会社テーケィアール（現、

株式会社ＴＫＲ）を子会社化いたしました。2014年（平成 26年）10月にはパナソニック株式会社（現、

パナソニックホールディングス株式会社）より一般電源事業を譲り受けました。これにより、当社は、

人材から設計・開発、製造まで、ものづくりにおいて必要不可欠な要素を手掛け、その領域において質

の高いサービスを提供できる体制となり、ＨＳ事業（Human Solutions：人材派遣及び製造請負・受託）、

ＥＭＳ事業（Electronics Manufacturing Services：車載・電子機器製品の設計・開発・製造受託）、

ＰＳ事業（Power Supply：一般用電源の開発・製造・販売）という、３つの事業セグメントで事業展開

を行っています。 

そして、この事業体制の特長をさらに強化するために、2017年（平成 29年）４月に持株会社体制に

移行し、グループ全体の統括及び投融資など経営管理を行う「持株会社」と、異なる３つの事業体それ

ぞれがその専業領域において効率のよい体制で運営を行う「事業会社」とに分けることで、それぞれの

機能を明確にし、経営スピードを加速させてまいりました。さらに、進出市場・地域についても、日本



2 
 

やＡＳＥＡＮに留まらず、2019 年（平成 31年）からは米国及びメキシコに進出する等、グローバル市

場において事業を展開しています。 

 

足元の事業環境についていえば、日本の製造業においては、中国からＡＳＥＡＮへ生産移管する動き

が加速しており、加えて、生産ラインにおける固定費の変動費化を目的とした、生産工程のアウトソー

シングニーズがますます増加する傾向にあり、これらはいずれも当社グループの成長機会となるもの

と考えています。この成長機会を確実なものとするためには、ＨＳ事業における進出エリアの拡大及び

そこで活躍する多様な人材確保に向けた採用の強化、並びにＥＭＳ事業及びＰＳ事業においては新規

受注に向けた能力増強投資及びそのための人材採用強化に係る体制整備が不可欠と考えております。 

このうちＨＳ事業における進出エリア拡大については、事業の主軸である国内事業において拠点戦

略の見直し・強化が急務です。これまで人材派遣のみならず、ものづくりのノウハウを活かした製造請

負・受託を東日本エリア中心に実績を積み重ねてきましたが、西日本エリアでの事業展開が十分にでき

ていない状況がありました。 

昨今、製造業における生産工程のアウトソーシング化が加速する中、さらなる事業成長を実現してい

くためには、当社がこれまでカバーしきれていなかった西日本エリアでの商圏拡大が必要と考えてお

り、これを実現するための拠点戦略の見直し及び拠点展開の加速が急務となっております。 

特に、昨今の九州地区における国内外半導体産業の進出及び大型設備投資計画やこれに関連する様々

な産業界からの同地区への進出など、九州地区は今後も活況を呈す様相です。進出企業において、事業

活動を動かす源泉として多様な人材の確保は不可欠であり、この環境変化は当社ＨＳ事業において大

きな事業成長機会になると考えております。これまで、人材採用コストの上昇及び競争激化により、在

籍人数の増加が進んでいない状況が続いております。 

また、国内外における拠点戦略の見直しに加え、次年度からの収益性改善に向け、海外子会社の整理

も含む構造改革の実行が必要な状況となっています。ＨＳ事業は 2003 年に中国へ進出したことを皮切

りに、ベトナム、タイ、カンボジア、ラオス、インドネシアへと海外展開を拡げてきましたが、現地へ

進出している日系製造業の海外生産戦略や事業環境が変化する中、すべての海外事業が現地進出時の

目論見どおりに進んでいるとはいえず、追加運転資金の投入が継続している状況です。これらを踏まえ、

海外事業戦略の見直し及び構造改革を行ってまいる所存ですが、当面の運転資金の確保は必要であり、

資金需要が続く見込みです。 

ＥＭＳ事業においては、今後の事業規模拡大の柱となるのが北米ＥＭＳ事業と考えております。この

生産拠点は米国とメキシコの国境沿いに立地し、米国市場向けに車載関連やエンジニアリングツール

に搭載される電子部品の基板実装ビジネスを展開しています。新型コロナウイルス感染症の拡大によ

る急激な景気後退や製造業における生産活動停滞等の影響により、2022 年３月期に固定資産減損損失

1,433百万円を計上しましたが、コスト構造改革を実行するとともに、新規受注の獲得及び生産数量拡

大もあり、2026 年３月期には生産能力増強投資を計画しています。これにより、米国経済の活況を背

景に、メキシコ－米国－カナダの工業地帯を結ぶ地理的優位性、ニアショアリングという利点を活かし

「製造＋ロジスティクス」両面での事業メリットを享受することが可能となります。同じくＥＭＳ事業

のベトナム拠点では、これまで最終製品の成型を行うプレス加工を軸に事業展開を行ってきましたが、

お客様による中国からベトナムへの生産移管の需要を受け、基板実装ビジネスを立ち上げることとし

ており、工場増設を計画しております。また、ＰＳ事業においては、国内及びＡＳＥＡＮにおける生産

能力増強を進めており、売上規模の拡大を目指しております。 
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このように、ＥＭＳ事業及びＰＳ事業は事業規模拡大への好機にありますが、かかる生産能力の増強

に対応し、成長を生み出す源泉となる、ものづくり人材及び高度専門領域を担うエンジニア人材の採用

を強化できる体制整備が必要と考えております。 

このような事業環境及び経営状況において、当社は、下記「（２）本資本業務提携に至る経緯」に記

載のとおり、今回共に人材ビジネスを共通の事業として営むワールドホールディングスとの間で業務

提携を行うことで、ワールドホールディングスが有する強み・特長が当社事業の課題解決や弱みの補完

になるとともに、双方が持つ実績や知見、ネットワークや事業インフラを相互活用することで、両社の

発展に寄与することが期待でき、下記「２．本資本業務提携の内容 （１）業務提携の内容」でも記載

のとおり、当社の上記の拡大戦略にも貢献し、企業価値向上に繋がると考えました。当該業務提携は、

両社共通の事業である、人材ビジネス事業を中心とし、多様な人材の確保及び顧客ニーズに応じた人材

マッチングや、西日本エリアに強みを持つワールドホールディングスと、東日本エリアに強みを持つ当

社とのビジネスエリアの補完により、当社の中核事業であるＨＳ事業において、人材採用インフラの機

能強化による九州地区を中心とした西日本エリアでの在籍人数の増加が期待できます。また、ＥＭＳ事

業及びＰＳ事業においても、請負・製造受託に軸足を置き、ものづくり人材の育成・教育に注力してい

るワールドホールディングスと当社が有する採用ツールやインフラ等を連携させ、人材採用のマッチ

ング効率をあげることによるものづくり人材及び高度専門領域を担うエンジニア人材の採用を強化で

きる体制の整備が可能となると考えられ、また、ワールドホールディングスとの横断的営業体制、同社

シームレス戦略に基づく相互連携による当社の顧客基盤の強化・拡大も期待できます。また、ワールド

ホールディングスとしても、当社ＥＭＳ事業及びＰＳ事業における工場運営や品質保証・品質管理など

メーカーとしてのノウハウを取り入れることで、人材ビジネスにおける請負・受託の事業基盤強化が図

れるものと考えております。 

加えて、当社は昨年来前代表取締役の不適切な経費使用等により特別調査委員会を設置する等して

おり、取引先及び金融機関における信用悪化が懸念されるところ、当社と同業かつ上場会社であるワー

ルドホールディングスと資本業務提携を行い、企業価値に向けた施策を推進していくことが当社信用

の補完及び回復にも繋がると考えております。 

 

以上のようにワールドホールディングスとの間での業務提携によりシナジーが見込める一方、当社

が成長を見据え様々な施策を実行する中、当社を取り巻く市場環境は、昨今の世界的なインフレの進行

や金利の上昇、これによる為替の変動、また、長期化するウクライナ情勢や中東情勢による地政学的リ

スクの高まりに加え、中国経済の低迷等、不透明な状況が続いています。かかる状況下において、当社

の財務基盤については、2024 年 12 月末時点で有利子負債残高が 21,000 百万円となっており、2025 年

３月末に返済期日が到来し借換えが必要となる借入金 4,900 百万円も控えております。当社が 2023 年

４月 24 日に公表した中期経営計画においても、成長の基盤となる財務体質の改善を掲げ、有利子負債

削減に取り組んできたものの、円安の進行と金利の上昇によりかえって利払い負担が増えている状況

です。このように、今後継続的な成長投資及び事業拡大を進めていくためには、財務体質の改善が急務

となっております。 

 

また、自己資本比率については、2024年 12月末時点で 8.5％となっており、今後の成長投資、また、

機動的な事業戦略の実行にあたっても、現在の資本水準がボトルネックとなり、将来を見据えた事業構

造改革の実行や、成長投資に向けた資金調達においても当社自己資本比率の水準が低いため、借入条件
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や借入期間が厳しくなり、機動的、かつ、充分な資金調達が行えず、事業の新陳代謝及び成長機会が限

定的となってしまうことが考えられ、資本の増強が重要な経営課題となっています。 

このように財務基盤の改善が当社の喫緊の経営課題であるところ、当社の借入金は１年ごとの短期

借入金であり、返済及び借換えを繰り返す度に金利等の条件が悪化することが見込まれます。そこで、

2025年３月末に返済期限を迎えている借入金を一部でも返済し金利負担を軽減する必要があり、また、

それによってワールドホールディングスとの本業務提携による当社の着実な事業成長にも繋がると考

えたことに加え、当社が保有する多数の自己株式の活用も継続的に検討されていたことから、ワールド

ホールディングスとの間で、単なる業務提携に留まらず、同社への自己株式処分による資本提携を併せ

て行うことといたしました（本資本業務提携）。 

当社は、本資本業務提携により調達した資金を 2025 年３月末に返済期限が到来する借入金の返済及

び借換え費用へ充当することにより、財務基盤の改善及び資本増強を行い、また、ワールドホールディ

ングスとの業務提携による事業の発展を着実に実行していくことで、中長期的な企業価値向上及び株

主価値の増大に資するものと考えております。 

 

（２）本資本業務提携に至る経緯 

上記「（１）本資本業務提携の目的及び理由」に記載したとおり、当社は特長ある事業構成でグローバ

ル成長を目指し、ＨＳ事業における採用戦略の見直し及び国内外における拠点戦略の見直し並びにＥＭ

Ｓ事業の生産能力増強投資を進める方針である一方、さらなる企業価値の向上のためには、その基盤と

なる財務体質の改善、資本増強が経営課題となっており、その課題に対する方策を検討してまいりまし

た。 

そのような中、当社は、かねてより、共に人材ビジネスを共通の事業として営むワールドホールディ

ングスと事業上の連携について意見交換等を行っておりましたが、2025 年１月中旬より、より具体的

に、当社の足元の状況も踏まえ、当社の経営課題を解決するとともに、事業戦略をいかに実現するかに

ついて、両社において具体的な検討を開始することとなりました。 

ワールドホールディングスは、コア事業である人材教育事業において、研究開発から設計開発、製造、

物流、販売、修理、アフターサービス等「ものづくり」の川上から川下までの幅広い領域において請負・

受託等の人材ソリューションを展開しています。また、半導体、電気電子部品、自動車、機械、システ

ム、医薬、バイオ、化学、ロジスティクス、ツーリズム、接客販売など、お客様の様々なニーズに応え、

サポートするサービスのフルラインナップ化を図っており、当社グループ事業にはない事業リソースを

有しています。そして、当社が有する３つの事業セグメントと繋がる部分も多く、特に当社ＨＳ事業と

は、ビジネスエリアの補完や人材採用の連携、同社が有するエンジニア人材の層の厚さなど、当社ＨＳ

事業の事業基盤拡大に繋がる特長を有しております。ワールドホールディングスと連携することにより、

請負・受託における相互ノウハウの融合により人材採用のマッチング効率をあげることによるものづく

り人材及び高度専門領域を担うエンジニア人材の採用の強化のための体制の整備が可能となるとも見

込まれます。加えて、ワールドホールディングスが有する、グループ内企業が有機的連携を行う横断的

営業体制、シームレス戦略に基づく相互連携によって、当社ＥＭＳ事業及びＰＳ事業においても、その

顧客基盤の強化・拡大が期待できます。そして、上記のようなワールドホールディングスが有する特長

と連携することで、当社の事業基盤拡大に繋がることが見込まれるところ、規模・資金力・人員リソー

ス・技術力等、それぞれの経営リソースの共有によって、技術力・提案力の強化など両社の成長に資す

るシナジー効果の創出が可能であるとの共通認識に至りました。当社としては、当社事業との親和性が
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見込め、特にＨＳ事業において大きなシナジーを見込むことができるワールドホールディングスと下記

「２．本資本業務提携の内容 （１）業務提携の内容」記載の施策を内容とする業務提携を行うことで、

当社の事業戦略の実現に大いに貢献できると判断いたしました。上記「（１）本資本業務提携の目的及

び理由」のとおり、かかる業務提携により企業価値向上に向けた施策を推進していくことは、当社信用

の補完及び回復にも繋がると考えております。 

加えて、上記「（１）本資本業務提携の目的及び理由」のとおり、財務基盤の改善が当社の経営課題で

あり、また、自己株式の活用も継続的に検討されていたことから、ワールドホールディングスに対して

自己株式処分を行い、資本性のある資金調達を行うことで、調達資金を借入金の返済及び借換え費用に

充当し財務基盤の改善を図るとともに、当社純資産及び自己資本比率の改善が見込め、ワールドホール

ディングスとの業務提携を踏まえた次の成長への種まきとなる投資の資金需要に対応することが可能

となると考えました。 

以上のことから、ワールドホールディングスとの間で本資本業務提携を実施することといたしました。 

 

（３）資金調達の方法として第三者割当を選定した理由 

上記「（１）本資本業務提携の目的及び理由」に記載したとおり、借入金の返済や今後の生産能力投

資における資金需要など、多額な資金ニーズが存在していることから、資金調達方法の検討を行ってお

りました。資金調達の方法としては、代表的な方法である金融機関等からの借入れや、転換社債型新株

予約権付社債を含む社債による負債性の資金調達がありますが、金融機関等からの借入れは既に相当の

規模で実施しており、また、当社の経営課題である財務体質の改善という観点からは採用できないもの

であります。そのため、当社において自己株式の活用が継続的に検討されていたこともあり、金融機関

等からの借入れといった負債性の資金調達ではなく、株式等による資本性の資金調達を行うべきである

と判断いたしました。 

株式による資本性の資金調達方法については公募増資、株主割当やライツ・オファリングといった方

法もありますが、公募増資やライツ・オファリングといった方法は、第三者割当の方法に比べて調達金

額に占めるコストが高くなることを踏まえ、現時点における資金調達方法としては合理的でないと判断

しております。また、新株予約権による資金調達は、発行時に必要な資金を調達できず、株価の動向に

より当初想定していた資金調達ができないうえ、実際の調達金額が当初想定されている金額を下回る可

能性があり、今回の資金調達方法としては適当でないと判断しております。 

一方で、第三者割当増資を行う場合には、株式の希薄化が生じることとなりますが、本第三者割当に

おける処分株式数 3,719,700株（議決権数 37,197個）は、2024年 12月 31日現在の当社発行済株式総

数 21,611,000株の 17.21％（小数点第三位を四捨五入）、2024年９月 30日現在の当社議決権総数 155,376

個に 2025年２月 28日付及び３月７日付で当社が当社取締役より無償取得した当社株式に係る議決権数

を控除した 154,756 個の 24.04％（小数点第三位を四捨五入）に相当するものです。しかしながら、当

社としては、本第三者割当により調達した資金を上記の資金使途に充当することにより、今後の当社の

企業価値向上に寄与するものと見込まれ、既存株主の利益にも資するものと判断しております。以上よ

り、今回の処分数量及び株式の希薄化の規模は、かかる目的達成のうえで合理的であると判断いたしま

した。 

さらに、上記のとおり、ワールドホールディングスとの業務提携関係をより強固なものとするために、

資本提携まで行うことが、当社の中長期的な成長に資するものであると判断しております。 
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２．本資本業務提携の内容 

（１）業務提携の内容 

①人材ビジネス事業におけるエリア補完 

それぞれが持つ商圏（当社：東日本、ワールドホールディングス：西日本）を相互に連携させるこ

とで、国内を網羅的にカバーし、機動的な拠点戦略を実行する。 

②多様な人材の採用強化・連携 

両社が持つ採用ツールやインフラ等を連携させ、人材採用のマッチング効率をあげる事によって、

両社の従業員及び求職者の視点に立った適材適所への配属を実現させる。 

③ものづくりノウハウの融合によるサービスラインナップの強化、ものづくり人材の育成 

両社人材ビジネス事業における、構内請負のノウハウの融合、並びに当社ＥＭＳ事業及びＰＳ事

業における工場運営や品質保証・品質管理などメーカーとしてのノウハウを取り入れることで、

人材ビジネスにおける請負・受託の事業基盤強化、収益性向上を図る。 

④事業セグメントの垣根を超えた横断的営業体制の確立 

様々な分野・領域においてグループ会社を持つ、ワールドホールディングスの経営資源活用によ

り、当社グループ各事業における横断的営業活動を実施。さらに、ワールドホールディングスが

展開するシームレス戦略によって両社間の有機的連携が可能となり、サービス領域の拡充によっ

て、クライアントニーズにワンストップで応えられる体制を確立する。 

⑤外国人材に対するノウハウの活用、及び規模の拡大 

国内における外国人材ニーズに対し、受入れから教育、就業支援など、当社が有するノウハウを

活かし、両社における潜在需要の掘り起こしを実施。将来さらなる需要が見込まれる外国人材へ

の対応について協業を通じて強化する。 

 

なお、本資本業務提携契約において、払込期日に払込金額の総額が払い込まれることを条件として、

10％以上の議決権比率であることを前提として、割当予定先は当社に対して非業務執行の取締役１名を

派遣できることが定められます。 

また、本資本業務提携契約において、払込期日に払込金額の総額が払い込まれることを条件として、

当社は、割当予定先の書面による事前の承諾（ただし、割当予定先はかかる承諾を不合理に拒絶、留保

又は遅滞してはならないものとされます。）を得なければ、①本資本業務提携の対象となる事業の大幅

な縮小又は撤退、②第三者との間での本資本業務提携と同一又は実質的に競合する業務提携、③株式、

新株予約権、新株予約権付社債その他発行会社の株式を取得することができる証券又は権利の発行、処

分又は付与（有価証券届出書の提出が必要となるもの又は当該発行、処分若しくは付与により割当予定

先の当社に対する議決権保有割合が 15％を下回る可能性があると合理的に認められるものに限ります。

ただし、当社又は当社子会社の役職員に対する株式報酬としての株式又は新株予約権の発行、処分又は

付与を除きます。）、④解散、清算又は法的倒産手続の開始の申立て及び⑤上場廃止の申請又は上場市

場変更の申請について、決定又は実行することができないことが定められます。 

 

（２）資本提携の内容 

当社は、本第三者割当により、ワールドホールディングスに当社の普通株式 3,719,700株（議決権数

37,197個）（2024 年 12月 31日現在の当社の発行済株式総数 21,611,000株に対する割合 17.21％（小

数点第三位を四捨五入）、2024年９月 30日現在の当社議決権総数 155,376個に 2025 年２月 28日付及
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び３月７日付で当社が当社取締役より無償取得した当社株式に係る議決権数を控除した 154,756 個の

24.04％（小数点第三位を四捨五入））を割り当てます。資本提携の詳細は、下記「Ⅱ．第三者割当によ

る自己株式の処分」もご参照ください。 

 

３．本資本業務提携の相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社ワールドホールディングス 

（２） 所 在 地 福岡県北九州市小倉北区大手町 11番２号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役会長兼社長 伊井田 栄吉 

（４） 事 業 内 容 
プロダクツＨＲ事業、サービスＨＲ事業、不動産事業、情報通信事

業、農業公園事業 

（５） 資 本 金 1,924百万円（2024年 12月 31日時点） 

（６） 設 立 年 月 日 1993年２月 12日 

（７） 発 行 済 株 式 数 18,006,300株（2024 年 12月 31日時点） 

（８） 決 算 期 12月末 

（９） 従 業 員 数 （連結）54,931 名（2024年 12月 31日時点） 

（10） 主 要 取 引 先 なし 

（11） 主 要 取 引 銀 行 

株式会社三井住友銀行、株式会社三菱ＵＦＪ銀行、株式会社みずほ銀

行、株式会社福岡銀行、株式会社西日本シティ銀行、株式会社北九州

銀行 

（12） 

大株主及び持株比率 

（発行済株式（自己

株式を除く。）の総

数に対する所有株式

の割合）（2024 年 12

月 3 1 日 現 在 ） 

みらい総研株式会社 44.54％ 

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 5.91％ 

伊井田 栄吉 4.45％ 

株式会社北九州銀行 

（常任代理人 日本マスタートラスト信託銀行 

株式会社） 

3.96％ 

ＢＮＰ ＰＡＲＩＢＡＳ ＬＵＸＥＭＢＯＵ 

ＲＧ／２Ｓ／ＪＡＳＤＥＣ／ＦＩＭ／ＬＵＸ 

ＥＭＢＯＵＲＧ ＦＵＮＤＳ／ＵＣＩＴＳ 

ＡＳＳＥＴＳ 

（常任代理人 香港上海銀行東京支店） 

3.52％ 

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 3.19％ 

安部 南鎬 2.79％ 

ＳＴＡＴＥ ＳＴＲＥＥＴ ＢＡＮＫ ＡＮＤ ＴＲＵＳ

Ｔ ＣＯＭＰＡＮＹ ５０５０４４（常任代理人 株式

会社みずほ銀行決済営業部） 

1.96％ 

株式会社西日本シティ銀行 1.67％ 

ＢＮＹ ＧＣＭ ＣＬＩＥＮＴ ＡＣＣＯＵＮＴ ＪＰＲ

Ｄ ＡＣ ＩＳＧ （ＦＥ－ＡＣ） 
1.20％ 
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（常任代理人 株式会社三菱ＵＦＪ銀行） 

（13） 当事会社間の関係  

 資 本 関 係 該当事項はありません 

 人 的 関 係 該当事項はありません 

 取 引 関 係 該当事項はありません 

 
関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません 

（14） 当該会社の最近３年間の連結経営成績及び連結財政状態（注２） 

決算期 2022年 12月期 2023年 12月期 2024年 12月期 

 連 結 純 資 産 37,195 42,926 47,456 

 連 結 総 資 産 123,591 159,204 174,370 

 連 結 売 上 高 183,640 213,742 242,226 

 連 結 営 業 利 益 8,929 10,365 8,593 

 連 結 経 常 利 益 8,933 10,251 8,551 

 
親会社株主に帰属する 

当 期 純 利 益 
5,341 6,204 4,981 

 
１ 株 当 た り 

連結当期純利益（円） 
305.50 353.61 280.39 

 
１ 株 当 た り 

連 結 純 資 産 （ 円 ） 
2,019.89 2,290.86 2,487.25 

 
１株当たり配当金（内１株

当たり中間配当金）（円） 

91.50 

（0.00） 

106.00 

（0.00） 

84.20 

（0.00） 

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

（注）１．特記しているものを除き、本日現在のものであります。 

２．2024年 12月期については、未監査のものであります。 

３．割当予定先であるワールドホールディングスは、株式会社東京証券取引所（以下、東京証券取

引所）プライム市場に上場しており、ワールドホールディングスが東京証券取引所に提出した

2024年３月 28日付「コーポレート・ガバナンスに関する報告書」の「Ⅳ内部統制システム等に

関する事項 ２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況」において、反社

会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況が記載されており、当社は当該内容及

び基本的な方針を確認したことから、ワールドホールディングス及びその役員が反社会的勢力

とは一切関係がないと判断しております。 

 

４．日程 

（１）本資本業務提携及び本第三者割当に関する取締役会決議日  2025年３月 10日 

（２）本資本業務提携及び本第三者割当に関する契約締結日     2025年３月 10日 

（３）本資本業務提携契約による業務提携の開始日      2025年３月 26日（予定） 

（４）本第三者割当に関する払込期日        2025年３月 26日（予定） 
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Ⅱ．第三者割当による自己株式の処分 

１．処分の概要 

（１）払 込 期 日 2025年３月 26日 

（２）処分する株式の種類及び数 普通株式 3,719,700 株 

（３）処 分 価 額 １株につき 372円 

（４）調 達 資 金 の 額 1,383,728,400円 

（５）募集又は割当方法 

（割当予定先） 

第三者割当の方法により、株式会社ワールドホールディ

ングスに全株式を割り当てます。 

（６）そ の 他 本自己株式処分については、金融商品取引法に基づく 

届出の効力発生を条件としております。 

 

２．処分の目的及び理由 

上記「Ⅰ．本資本業務提携の概要 １．本資本業務提携の目的及び理由等」をご参照ください。 

 

３．調達する資金の額、使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額 

① 

 

 

払 込 金 額 の 総 額 1,383,728,400円 

② 発行諸費用の概算額 9,000,000円 

③  差 引 手 取 概 算 額 1,374,728,400円 

（注）１．発行諸費用の概算額には、消費税等は含まれておりません。 

２. 発行諸費用の概算額の内訳は、有価証券届出書等の書類作成費用（弁護士費用等）です。 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

具体的な使途 金額（百万円） 支出予定時期 

借入金の返済及び借換え費用 1,374 2025年３月 

※調達資金を実際に支出するまでは、銀行口座にて管理いたします。 

 

本第三者割当による自己株式の処分は、上記「Ⅰ．本資本業務提携の概要 １．本資本業務提携の目的

及び理由等」に記載のとおり、割当予定先であるワールドホールディングスとの本資本業務提携の一環と

して実施されるものであり、上記調達資金の使途は、以下のとおり本資本業務提携における施策の推進の

前提として、当社の借入金の返済及び借換え費用に充当する予定です。 

当社の財務基盤については、当社がこれまで運転資金等を銀行借入れにより頼ってきたことから、2024

年 12月末時点で有利子負債残高が 21,000百万円となっており、2025年３月末に返済期日が到来し借換え

が必要となる借入金 4,900 百万円も控えております。当社が 2023 年４月 24 日に公表した中期経営計画に

おいても、成長の基盤となる財務体質の改善を掲げ、有利子負債削減に取り組んできたものの、円安の進

行と金利の上昇によりかえって利払い負担が増えている状況です。このように、今後の成長投資の遂行の

ためには、資金調達による有利子負債削減を行うことが急務となっております。加えて、当社の借入金は

１年ごとの短期借入金であり、返済及び借換えを繰り返す度に金利等の条件が悪化することが見込まれる

ため、2025 年３月末に返済期限が到来する借入金を一部でも返済し金利負担を軽減する必要があります。

また、それによりワールドホールディングスとの業務提携による当社の着実な成長にも繋がると考えてお

ります。 
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したがって、本第三者割当による調達資金 1,374百万円は、全て 2025年３月期に返済期限が到来する借

入金の返済及び借換え費用に充当する予定です。短期借入金を中心とした返済に充当し有利子負債削減を

進めるとともに、資本性ある資金調達を行うことにより、自己資本比率の改善も進め、ワールドホールデ

ィングスとの業務提携による事業の発展を着実に実行していきます。 

 

４．資金使途の合理性に関する考え方 

本第三者割当は、上記「Ⅰ．本資本業務提携の概要 １．本資本業務提携の目的及び理由等」に記載のと

おり、ワールドホールディングスとの業務提携と併せて実施するものであり、本第三者割当により調達し

た資金を借入金の返済に充当し当社の財務基盤の改善を図り、両社の業務提携をより確実なものにするた

めのものであります。本資本業務提携を着実に実行していくことにより、当社の中長期的な企業価値向上

に資するものと考えており、本第三者割当の資金使途については合理性があると判断しております。 

 

５．処分条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

本第三者割当において処分される当社普通株式（以下、本株式）の払込金額は、割当予定先であるワー

ルドホールディングスとの協議を経て、本第三者割当に係る 2025 年３月 10 日開催の取締役会決議日の直

前営業日（2025年３月７日）の東京証券取引所における当社普通株式の終値である 372円といたしました。 

当社が取締役会決議日の直前営業日の終値を払込金額としたのは、当社の企業価値を最も合理的に反映

していると考えられる当社普通株式の市場価格を基準に決定しており、日本証券業協会の「第三者割当増

資の取扱いに関する指針」では、第三者割当増資の払込金額は、原則として取締役会決議日の直前営業日

の株価に 0.9 を乗じた額以上の価額であるべきこととされているため、この払込金額は合理的であると認

識しております。 

なお、当該払込金額は取締役会決議日の直前営業日までの直近１か月間の終値平均値 372 円（円未満を

四捨五入。以下、終値平均値の算出について同じ）と同額、取締役会決議日の直前営業日までの直近３か

月間の終値平均値 372 円と同額、取締役会決議日の直前営業日までの直近６か月間の終値平均値 374 円に

対して 0.53％のディスカウントとなっております。 

また、本株式の払込金額の決定にあたっては、当社監査等委員会より、上記記載と同様の理由により当

該払込金額の算定根拠には合理性があり、また、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指

針」に準拠したものであり、割当予定先に特に有利な払込金額には該当せず、当該払込金額は適法である

旨の意見を得ております。 

 

（２）処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

本第三者割当における処分株式数 3,719,700 株（議決権数 37,197 個）は、2024 年 12 月 31 日現在の当

社発行済株式総数 21,611,000 株の 17.21％（小数点第三位を四捨五入）、2024 年９月 30 日現在の当社議

決権総数 155,376 個に 2025 年２月 28 日付及び３月７日付で当社が当社取締役より無償取得した当社株式

に係る議決権数を控除した 154,756個の 24.04％（小数点第三位を四捨五入）に相当するものです。しかし

ながら、当社としては、本第三者割当により調達した資金を上記の資金使途に充当することにより、今後

の当社の企業価値向上に寄与するものと見込まれ、既存株主の利益にも資するものと判断しております。

以上より、今回の処分数量及び株式の希薄化の規模は、かかる目的達成のうえで合理的であると判断いた

しました。 
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11．処分要項 

(１)処分株式数 普通株式3,719,700株 

(２)処分価額 １株につき金372円 

(３)処分価額の総額 金1,383,728,400円 

(４)処分期日 2025年３月26日 

(５)処分方法（割当予定先） 第三者割当の方法により、ワールドホールデ

ィングスに全株式を割り当てます。 

(６)処分後の自己株式数 2,410,200株 

(７)その他 上記各号については、金融商品取引法に基づ

く届出の効力発生を条件とします。 

 

Ⅲ．主要株主及び主要株主である筆頭株主の異動 

１. 異動が生じる経緯 

本第三者割当に伴い、小野文明氏は当社の主要株主である筆頭株主でなくなり、割当予定先であるワー

ルドホールディングスは、当社の主要株主及び主要株主である筆頭株主に該当する見込みです。 

 

２. 異動する株主の概要 

①新たに主要株主及び主要株主である筆頭株主となる株主の概要 

ワールドホールディングスの概要については、上記「Ⅱ．第三者割当による自己株式の処分 ６.割当予

定先の選定理由等 （１）割当予定先の概要」をご参照ください。 

 

②主要株主である筆頭株主でなくなる株主の概要 

氏名 小野 文明 

住所 神奈川県横浜市 

 

３. 異動前後における当該株主の議決権の数（所有株式数）及び総株主の議決権の数に対する割合 

（１）小野 文明 

  
議決権の数（議決権所有割合） 

大株主順位 
直接保有分 合算対象分 合計 

異動前 

（2025 年３月

７日現在） 

主要株主及び

主要株主であ

る筆頭株主 

35,960 個 

（3,596,000株） 

（23.24％） 

― 

35,960 個 

（3,596,000株） 

（23.24％） 

第１位 

異動後 主要株主 

35,960 個 

（3,596,000株） 

（18.73％） 

― 

 

35,960 個 

（3,596,000株） 

（18.73％） 

第２位 
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（２）ワールドホールディングス 

  
議決権の数（議決権所有割合） 

大株主順位 
直接保有分 合算対象分 合計 

異動前 

（2025 年３月

７日現在） 

 ― ― ― ― 

異動後 

主要株主及び

主要株主であ

る筆頭株主 

37,197 個 

（3,719,700株） 

（19.38％） 

― 

 

37,197 個 

（3,719,700株） 

（19.38％） 

第１位 

（注）１．異動前の総株主の議決権の数に対する割合は、2024 年９月 30 日現在の総株主の議決権の数

155,376 個に、2025 年２月 28 日付及び 2025 年３月７日付で当社が当社取締役より無償取得し

た当社株式に係る議決権数合計 620 個を控除した総株主の議決権の数 154,756 個を基準に算出

しております。 

２．異動後の総株主の議決権の数に対する割合は、2024 年９月 30 日現在の総株主の議決権の数

155,376 個に、2025 年２月 28 日付及び 2025 年３月７日付で当社が当社取締役より無償取得し

た当社株式に係る議決権数合計 620 個を控除し、本第三者割当による自己株式の処分により増

加する議決権の数 37,197 個を加算した総株主の議決権の数 191,953 個を基準に算出しており

ます。 

３．小野文明氏の総株主の議決権の数に対する割合は、2024 年９月 30 日現在の株主名簿を基準と

し、2025 年２月 28日付で実施した当社による同氏からの 42,000株の無償取得を反映して算出

しております。 

 

４. 異動年月日 

本第三者割当に伴い、ワールドホールディングスは 2025 年３月 26 日に当社の主要株主及び主要株主で

ある筆頭株主に該当する見込みです。 

 

５. 今後の見通し 

上記「Ⅱ．第三者割当による自己株式の処分 ８．今後の見通し」をご参照ください。 

以上 


